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タイにおいて、自社工場（建物）に太陽光パネル等発電設備を設置する際の 

関係法令と留意点について 

 

 世界的に低炭素、クリーンエネルギーが注視される中、タイでも、2021 年 8 月開催の国

家エネルギー政策評議会（NEPC）において、「国家エネルギー計画枠組み」が承認され

た。国家的にクリーンエネルギーへの移行とカーボンニュートラル達成を目指す政策方針

である。これに伴い、今後タイにおいて自社施設に太陽光パネル等発電システム（以下

「太陽光パネル」とする。）の設置を検討する企業が増えることが予想される。このレポ

ートでは、そのような既にタイ進出をした、もしくは今後進出を検討する日系企業に対し

て、太陽光パネルを設置する際の関係法令と留意点をまとめたものである。 

 

  

１．太陽光パネル設置の際の関係法令 

 

自社工場に太陽光パネルを設置する際、確認が必要となるのは、「工場の種類、区分及

び規模に係る省令（Ministerial Regulation）（B.E. 2563(2020)）」である。 

 本省令は、工業省（Ministry of Industry）により 1992 年に制定された「工場法」が、初

めて 2019 年に改正され、約 30 年に渡って運用されてきた工場法が変更されたこと伴い、

新たな工場法の定義に基づく工場の再分類が必要となり、上記の工場省令が公布されるこ

ととなったものである。 

 本省令によると工場は、以下の 3 種類に分類される。 

 ・第 1 種指定工場：操業の要望があれば、直ちに操業開始できる工場 

 ・第 2 種指定工場：操業前に届出が必要な工場 

 ・第 3 種指定工場：事前に認可が必要な工場 

  

本省令によると、1,000KW（1MW）より大きい発電をする太陽光パネルを設置する場

合、その工場は、「発電工場」とみなされ、第 3 種指定工場に分類される。認可が必要な

工場は、建設・都市計画局（Deparment of Public Works and Town & Country 

Plannning）の認可を得なければならない。 

一方、発電量が 1,000KW（1MW）以下の太陽光パネルの場合は、エネルギー規制委員

会（Energy Regulatory Commission；ERC）への届出は必要であるが、建設・都市計画局

の認可を取る必要はない。 
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２．太陽光パネス設置における留意点 

 

発電量が 1,000KW（1MW）より大きい太陽光パネルを導入する場合、建設・都市計画

局の認可を得なければならないということ、それはつまり、その場所に太陽光パネルを設

置するに当たり、周辺地域にどのような影響が及ぶのかの確認がなされるということであ

る。建設・都市計画局がその場所と周辺地域の調査を行い、例えば、太陽光パネルの設置

場所が天然森林エリアに指定されていることが判明した場合、自然保護の観点から、設置

による地域への影響を考慮し、何らかの規制・禁止が及ぶ可能性がある。 

 

今回本レポートのため、2022 年 2 月に建設・都市計画局に認可に必要な手続き等を問い

合わせたところ、建設・都市計画局の調査目的は主に、Roof Top Solar System（屋根設置

型の太陽光パネル）の場合は、屋根の形状、パネルの重量を調査することであり、調査に

おいては設置前の工場図面と設置後の工場図面の提出が必要である、との回答を得た。 

 パネルの大きさや重量に関しては、建設・都市計画局の認可とは別に、設置場所地域の

地方自治体（例えば Substrict Administrative Organization や Municipality など）、および

ERC への認可あるいは届出が関係する。パネルの大きさが 160 ㎡以下、及び総重量が 1 ㎡

当たり 20 ㎏以下の場合、地方自治体や ERC への届出は必要となるが、認可を得る必要は

ない。一方、パネルがこれらの規定を超えた場合は、地方自治体や ECR の認可が必要と

なり、これらの認可が下りなければ、建設・都市計画局の認可も下りないことになる。一

方、地上に設置する場合、以下の土地は太陽光パネル設置場所としてふさわしくないとさ

れる。 

 

 ・森林保護地区 

 ・公園エリア 

 ・水源 

 ・住宅地/集落 

 ・輸送ルート  

 ・傾斜が 16 度を超える土地 

 

以上のことから、1,000KW 以上の太陽光パネルを設置する場合、建設・都市計画局の認

可を得なければならないが、提出先の建設・都市計画局の調査目的を確認し、それに基づ

いた必要書類等を用意の上申請を行えば、認可が下りやすいと思われる。 

 

なお、今回この他にも様々な観点から調査を試みたが、場所による太陽光パネルの発電
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量制限等はなく、また工場のエリアによって認可される発電量が異なることはなかった。 

タイでは行政手続きが明確にルール化されていないということや、当局担当者の理解で

手続きが変わることも多々ある。タイにおいて自社工場等施設に太陽光パネルを設置する

場合は、計画している発電量に基づき、建設・都市計画局への申請（及び認可）の有無を

確認し、また設置場所の自治体に都度相談し、適切な手続きを踏んで着手いただきたい。 

 

以上 
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